
 

 
平成18年２月期 第３四半期財務・業績の概況（非連結） 

平成17年12月27日 

会 社 名 株式会社 ハローズ               （ＪＡＳＤＡＱ・コード番号：２７４２） 
（ＵＲＬ http://www.halows.co.jp ） 
問 合 せ 先 代表者役職・氏名 代表取締役社長 佐藤 利行  ＴＥＬ：（084）962－5588  
 責任者役職・氏名 専務取締役経営企画室長 高松  清  
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 
  ①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無      ：有（詳細は添付資料） 
  ②最近会計年度からの会計処理の方法の変更の有無      ：有（詳細は添付資料） 
  ③当第３四半期財務・業績の概況の数値は、監査法人による監査を受けておりません。 
 
２．平成18年２月期第３四半期財務・業績の概況（平成17年３月１日～平成17年11月30日） 
(1) 経営成績の進捗状況               (注)記載金額の百万円未満は切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 
四半期(当期) 
純  利  益 

 
18年２月期第３四半期 
17年２月期第３四半期 

   百万円    ％ 
   34,749 ( 14.7) 
   30,301    ― 

   百万円    ％ 
   1,056 ( 35.6) 
    779    ― 

百万円    ％ 
   1,045 ( 16.3) 
    898    ― 

百万円    ％ 
     547 ( 5.3) 
     520    ― 

（参考）17年２月期    41,633    1,245    1,410      769 
 

 １株当たり四半期 
（当期）純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

 
18年２月期第３四半期 
17年２月期第３四半期 

     円   銭 
       66    54 
       64    62 

     円   銭 

     66    43 
     64    06 

（参考）17年２月期        95    44      94    66 
(注) 1 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示したものであります。 
2 前期より「四半期財務・業績の概況」の開示を行っておりますので、前年同四半期の増減率は記載しておりません。 
[経営成績の進捗状況に関する定性的情報等] 
当第３四半期におけるわが国経済は、原油価格の高騰など不安要因のある中、企業収益の改善や個人消費の持ち直しなどに
より、景気は緩やかな回復基調で推移しました。 
このような経済環境の中、当社は、広島県東部及び岡山・倉敷地区でのドミナント化を確立するため、広島県福山市に１店
舗、岡山県岡山市に２店舗、岡山県倉敷市に１店舗、計４店舗を新規出店しました。また、既存店舗におきましては、水呑店
（広島県福山市）を新築移転し、前期より導入した新しいストア・アイデンティティによる店舗改装を４店舗で行うとともに、
円山店（岡山県岡山市）の24時間営業化などの店舗の活性化に取り組みました。なお、当第３四半期末の店舗数は、広島県内
に19店舗、岡山県内に12店舗の計31店舗（うち24時間営業店舗数 29店舗）となりました。 
以上の結果、当第３四半期は、売上高347億49百万円、経常利益10億45百万円、四半期純利益５億47百万円となりました。
なお、営業利益の対前年同四半期増減率が35.6%となりました主な要因は、「情報処理手数料」（１億48百万円）を、従来、
営業外収益として処理しておりましたが、当期より営業収入として処理する方法に変更したことによるものであります。 
(2) 財政状態の変動状況 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
18年２月期第３四半期 
17年２月期第３四半期 

百万円 
       17,069 
       14,040 

百万円 
6,764 
5,029 

％ 
39.6 
35.8 

円   銭 
747    34 
623    15  

（参考）17年２月期  14,055 5,294 37.7 652  13 
[財政状態の変動状況に関する定性的情報等] 

総資産は170億69百万円となり、前事業年度末に比べ、30億13百万円増加しております。これは主に新規開店４店舗の建設
等に伴う固定資産取得によるものであります。また、株主資本は67億64百万円となり、前事業年度末に比べ、14億70百万円増
加しております。これは主に増資による資本金及び資本剰余金の増加並びに利益剰余金の増加によるものであります。 
 
３.平成18年２月期の業績予想（平成17年３月１日～平成18年２月28日） 
[業績予想に関する定性的情報等] 
通期の業績予想につきましては、平成17年４月15日に発表いたしました業績予想に変更はありません。 

※業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいております。実際の業績は、今後さまざまな要因によって
予想数値とは異なる可能性があります。 

○添付資料  （要約）四半期貸借対照表、（要約）四半期損益計算書 
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〔添付資料〕 

1（要約）四半期貸借対照表 
 

当四半期 
(平成18年２月期
第３四半期末) 

前年同四半期 
(平成17年２月期
第３四半期末) 

増減 （参考） 
(平成17年２月期) 

科 目 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 増減率 (％) 金額(千円) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金 1,298,404 1,770,331 △471,927 △26.7 1,417,270 

２ 売掛金 1,771 2,001 △229 △11.5 585 

３ たな卸資産 963,315 832,726 130,589 15.7 748,144 

４ その他 342,902 296,960 45,942 15.5 309,699 

 貸倒引当金 △120 △120 ― ― △120 

流動資産合計 2,606,275 2,901,900 △295,625 △10.2 2,475,580 

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1) 建物 6,029,508 4,576,444 1,453,063 31.8 4,867,435 

(2) 構築物 1,094,133 755,188 338,944 44.9 812,648 

(3) 土地 4,566,494 3,119,911 1,446,583 46.4 3,430,174 

(4) その他 456,479 883,101 △426,622 △48.3 424,836 

  計 12,146,615 9,334,646 2,811,969 30.1 9,535,094 

２ 無形固定資産 140,637 58,451 82,186 140.6 62,035 

３ 投資その他の資産      

(1) 差入敷金保証金 1,137,635 993,678 143,956 14.5 1,020,844 

(2) その他 1,076,641 773,625 303,016 39.2 1,000,669 

貸倒引当金 △38,680 △21,777 △16,902 △22.4 △38,680 

  計 2,175,597 1,745,526 430,071 24.7 1,982,833 

固定資産合計 14,462,850 11,138,623 3,324,226 29.8 11,579,963 

資産合計 17,069,125 14,040,524 3,028,601 21.6 14,055,544 
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当四半期 
(平成18年２月期
第３四半期末) 

前年同四半期 
(平成17年２月期
第３四半期末) 

増減 
（参考） 
(平成17年２月期) 科 目 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 
増減率 
(％) 金額(千円) 

(負債の部)      
Ⅰ 流動負債      

１ 買掛金 2,593,976 2,147,934 446,041 20.8 2,061,483 

２ 短期借入金 500,000 － 500,000 － ― 
３ １年以内に返済 
  予定の長期借入金 1,041,127 615,908 425,219 69.0 853,508 

４ 未払金 130,809 886,200 △755,391 △85.2 254,526 

５ 未払費用 580,844 519,368 61,475 11.8 385,181 

６ 未払法人税等 139,622 175,235 △35,613 △20.3 429,194 

７ ポイント値引引当金 121,500 98,400 23,100 23.5 100,400 

８ その他 201,020 240,697 △39,676 △16.5 182,513 

流動負債合計 5,308,899 4,683,744 625,155 13.4 4,266,809 

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金 3,114,869 2,906,206 208,663 7.2 2,930,129 

２ 退職給付引当金 142,882 124,475 18,406 14.8 129,807 

３ 役員退職慰労引当金 161,880 149,506 12,374 8.3 153,600 

４ 預り建設協力金 823,687 579,390 244,296 42.2 552,841 

５ 預り敷金保証金 537,433 527,663 9,769 1.9 587,903 

６ その他 214,956 40,408 174,548 432.0 140,138 

固定負債合計 4,995,708 4,327,649 668,058 15.4 4,494,420 

負債合計 10,304,608 9,011,394 1,293,214 14.4 8,761,229 

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 1,161,160 651,523 509,637 78.2 659,539 

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金 1,104,154 594,805 509,349 85.6 602,821 

資本剰余金合計 1,104,154 594,805 509,349 85.6 602,821 

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金 16,200 16,200 ― ― 16,200 

２ 任意積立金 3,822,709 3,122,982 699,727 22.4 3,122,982 

３ 四半期(当期) 
未処分利益 659,512 643,517 15,994 2.5 892,542 

利益剰余金合計 4,498,421 3,782,700 715,721 18.9 4,031,724 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 780 100 679 674.6 228 

資本合計 6,764,517 5,029,129 1,735,387 34.5 5,294,314 

17,069,125 14,040,524 3,028,601 21.6 14,055,544 負債資本合計 
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２（要約）四半期損益計算書 
 

 

当四半期 
(平成18年２月期
第３四半期末) 

前年同四半期 
(平成17年２月期
第３四半期末) 

増減 
（参考） 
(平成17年２月期) 科 目 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 
増減率 
(％) 金額(千円) 

Ⅰ 売上高 34,749,414 30,301,455 4,447,958 14.7 41,633,298 

Ⅱ 売上原価 26,840,454 23,589,551 3,250,902 13.8 32,239,908 

売上総利益 7,908,960 6,711,903 1,197,056 17.8 9,393,390 

Ⅲ 営業収入 750,276 392,608 357,667 91.1 581,838 

営業総利益 8,659,236 7,104,512 1,554,723 21.9 9,975,228 

Ⅳ 販売費及び一般管理費 7,603,059 6,325,395 1,277,664 20.2 8,729,354 

営業利益 1,056,176 779,117 277,059 35.6 1,245,874 

Ⅴ 営業外収益 44,763 165,770 △121,006 △73.0 239,700 

Ⅵ 営業外費用 55,396 45,896 9,499 20.7 74,906 

経常利益 1,045,543 898,991 146,552 16.3 1,410,669 

Ⅶ 特別利益 9,960 140,422 △130,462 △92.9 140,422 

Ⅷ 特別損失 9,528 39,424 △29,896 △75.8 57,754 

税引前四半期 
(当期)純利益 1,045,975 999,989 45,986 4.6 1,493,337 

税金費用 498,093 479,494 18,598 3.9 723,818 

四半期(当期)純利益 547,882 520,494 27,387 5.3 769,519 

前期繰越利益 111,630 123,023 △11,392 △9.3 123,023 

四半期(当期)未処分 
利益 659,512 643,517 15,994 2.5 892,542 
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３ 四半期財務情報の作成等に係る事項 
①会計処理の方法における簡便な方法の採用 

当社は、中間財務諸表等の作成基準をベースとしつつ、以下のとおり投資者等の利害関係者の判断

を大きく誤らせない範囲で一定の簡便な手続を採用しております。 

  

〔簡便な手続の内容〕 

 税金費用につきましては、法定実効税率をベースとした年間予定税率により計算しております。 

 

②最近会計年度からの会計処理の方法の変更 

当社は、当期から、以下のとおり会計方針を変更しております。 

 

〔変更内容〕 

（情報処理手数料） 

    仕入先に対するＥＯＳ（オンラインによる発注システム）処理料等の情報処理手数料は、従来、営

業外収益として処理しておりましたが、当事業年度から営業収入として処理する方法に変更しており

ます。 

    この変更は、情報システム業務の多様化に伴い、仕入先との取引内容及び受取手数料の内容を再検

討したところ、仕入先に対するＥＯＳ処理料等の情報処理手数料は、当社の営業活動の成果としての

性格を強めており、かつ金額的重要性も増加傾向にあることから、損益区分のより適正化を図るため

に行ったものであります。 

 この変更により、従来と同一の方法によった場合と比較して、営業総利益及び営業利益は148,999

千円増加し、営業外収益は同額減少しておりますが、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響

はありません。 

 


